
消費税や原発再稼動のニュースの裏に隠れ、日中韓投資協定(別称 日中韓FTA)の妥結が図られました。
（経済産業省.日中韓投資協定の概要 より）

これは日本・中国・韓国の三カ国間で投資にかかる自由貿易を意味します。
ここで言う投資とは俗に言う株の売買ではありません。
経済全般に関する人・金・財産（不動産や知的財産など）を指します。
ＴＰＰ同様、知れば知るほど亡国の道まっしぐらです。なぜ他国は日本と協定を結びたいのか？
それは「他国にとって」メリットがあるからです。 日本は中国・韓国と同一国になってしまいます。
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  内国民待遇とは「内にいる国民と同じ待遇」＝「中国人・韓国人
は日本人と同じ権利を持つ」ことを意味します。 
 電気や通信など社会基盤(インフラ)に特に影響する事業には外国
の影響が無いよう、例えば外資の持ち株比率制限がもうけられてい
ます。 
 内国民待遇でこれらの制限がなくなります。土地も奪われるで
しょう。 
 また、既に北海道では水源地を含む多くの土地を中国が買収して
しまっています。 

  「となりの芝生は青く見えるから、うちも青くしろ」 
という条文です。 
  日本において中国・韓国よりも条件の良い取引国がある場合、
中国・韓国にはその条件と同等または超える好条件を与えなく
てはいけません。 
  決まりを守らない隣国とWin-Win(互いに利益のある取引)の関
係となりえるのか、はなはだ疑問です。 

  中国は「コピー商品を作りませんし技術を盗みません」、韓国

も同様で、お決まりの起源主張もしないことを意味します。 

無理です！  ┐(-｡-;)┌ 

  また、中国においては中国との合弁会社で技術開示をしないと

工場開設等はできません。  
 

  自国の産業を守るための技術移転防止は当然の話です。 

しかし本条文を分かりやすくすると次の通りです。 

  =========================================== 

  日本は日本国内において中国・韓国企業に対し、輸出入の均衡、

輸出制限等を要求してはならない。   

  また、日本は中国・韓国企業に対し、輸出要求又は技術移転要

求について、不当な又は差別的な措置を課してはならない。  

  =========================================== 

  当然の措置を「不当な又は差別的な措置」で難くせをつけられ

不当に技術を盗まれる恐れがあります。 
  また、中国・韓国は日本に移転できるだけの技術はほとんどあ
りません。 

  日本国内において日中韓投資協定に関係する法律改正等を行う
場合には、中国・韓国に対して情報開示を行い、「中国・韓国か
らの意見提出を許す」協定内容です。 
  日本の法律改正するのにも中国・韓国におうかがいを立てなく
てはいけないのです。もちろん外国人参政権を求めてくることは
容易に判断できます。 
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  中国・韓国企業が日本の投資財産（つまり経済活動に使用する
動産及び不動産）を得た後に、国が収用や国有化してはならない
というものです。 
  道路をはじめ、水や国防に至るまでの公共事業に多大な損害が
発生してしまいます。 
  また、中国では定期借地権はあっても所有権はなく、日中韓投
資協定後もラチェット規定で状況は変わりません。韓国において
も諸外国に対して不動産の所有権を与えることはありません。残
念ながら日本だけが現在も諸外国に対して認めており、日中韓投
資協定後も状況は続きます。 
  大変に不平等であり、これを行おうとしているのが現在の日本
政府です。 

 事業活動の名目があれば入国や滞在に対して、

中国人・韓国人が円滑に居住できるように努めなさ

いという恐ろしい協定条文です。  

 大抵の理由で中国・韓国の人民が日本に入国が

簡単にできるようになる事を意味します。 

 賄賂により公務員が平気でパスポートを偽造する

中国に理由など存在しません。 

 治安の悪化はもちろん、日本人雇用の大幅悪化

が確実となります。  

 また、彼らの多くが最初に日本に来て行う事は生

活保護申請と扶養控除申請であり、私たちの多額

の税金が中国・韓国に奪われることでしょう。  


